
第 1章 日本の科学研究資金の動向と検討するべきテーマ（草稿） 

 

 我が国の研究開発費は、2014年における総額で 18兆 9700億円となり、米国、中

国に次いで世界第３位であった。リーマンショックによる落ち込み後、2009年以降

ほぼ横ばいに推移してきたものが、2014年には対前年比で 4.6％増加した。諸外国

の動向で特筆するべきは、中国の伸張である。1990年代終わりごろから急速な伸び

を示し、既に EU全体を上回り、米国に接近する勢いとなっている。また韓国におい

ても 2000 年代になって、着実に増加していることが見て取れる。（「科学技術指標

2016」NISTEP、p.14，15、オリジナルは総務省「科学技術研究調査報告」） 

我が国の研究開発費を部門別に見ると、研究開発費の負担と使用の両面で企業の

役割が大きく、ともに 70％を超えている。一方で、企業と政府や大学等の他部門と

の交流は少ないのが特徴と言える。また、大学においては、多数の私立大学の存在

を背景に、大学における研究開発費の 40％以上を大学自身が負担しているという特

徴がある。（「科学技術指標 2016」NISTEP、p.20、オリジナルは総務省「科学技術研

究調査報告」） 

我が国政府の科学技術予算（科学技術関係経費）は、2016年には、3兆 4500億円

（当初予算）であり、2000年以降では、当初予算において、ほぼ横ばいで推移して

きたものが、2014年以降やや減少している。諸外国を見ると、米国では、リーマン

ショック後の落ち込みから回復基調にあり、中国は 1990年代後半から急増し、既に

米国を抜いて世界トップになっている。また独では、2000年代初頭から増加傾向に

ある。科学技術予算の内訳を見ると、米国では国防用科学技術予算が民生用をやや

上回るほか、英国、韓国でも国防用が 10％を超えるのに対して、日本、独では数％

程度に留まっている（2014年、「科学技術指標 2016」NISTEP、p.28、）。 

我が国では、科学技術に関する政府の投資規模（科学技術関係経費）を、科学技

術基本計画に明記してきた。それによれば、5 年間の政府投資規模を達成できたの

は、第 1期計画のみで、それ以降は、78％～82％の達成率に留まっている。2016年

度の当初予算は、計画規模の 26兆円（5年間）に対して、低い水準で、第 5期にお

ける計画達成が当初から危ぶまれる水準である。実は、科学技術関係経費の内訳の

詳細は必ずしも明らかにされていないが、科研費などの研究費はもとより、国立大

学の運営費交付金、私立大学への助成金、研究開発独立行政法人等、研究開発に関

わる国の資金の大部分が含まれているので、その推移は、我が国の研究開発水準に

直接関わることになる。科学技術基本計画の策定にあたる総合科学技術イノベーシ

ョン会議においては、計画達成に向けて、政府部内での合意を形成し、我が国の研

究開発投資が諸外国に比して十分に競争力を有する水準で行われ、国の機関をはじ

めとする種々の研究開発関連機関がそれぞれの機能を十分に発揮できるようにする

ことが重要となっている。 



以上のように概観してきた研究開発に関する投資面に対して、その成果はどのよ

うな状況にあるのかを整理してみよう。 

研究開発費の効果を測るには、その成果としての科学技術論文の量と質、知的財

産の状況、企業活動における研究開発の貢献、さらには、将来への投資に当たる科

学技術関係の人材育成の状況等を把握することが重要となる。 

科学技術関係の論文数は、研究者や媒体の増加によって、増加の一途を辿ってい

る。全論文数の国際シェアでは、我が国は 2000年代初めまでシェアを伸ばして世界

第 2 位になった時期もあったが、1990 年代末からシェアを低下させ、現在では米、

中について第 3位である。特に、国際共著論文の割合が、欧米諸国に比べて低い水

準にある。また、論文の質を表す被引用数の Top10％、Top１％論文数では、近年は

順位を低下させている。また、より的確に有効特許の出願を表すパテントファミリ

ー数では、我が国は 1990年代終わり以降、世界のトップにあり、特に、電気工学、

一般機器で高いシェアを占める。一方でバイオ関係は世界全体の中で低いシェアに

とどまっている。技術貿易（技術輸出額/技術輸入額）では、収支比で世界トップの

水準にある。 

一方で将来の研究開発を担う若手研究者に関しては、大学の若手教員比率が大幅

に下落している、1996年には 39.0％であったが、2013年には 24.6％になった。こ

れを裏付けるように、若手研究者の輩出ルートである大学院博士課程への入学者は、

2003 年からほぼ単調に減少し、博士号取得者も 2006 年をピークにほぼ単調に減少

している。（文科省「学校基本調査」、トムソンロイターWeb of Science,科学技術指

標 2016） 

これらから、研究開発投資の成果に関しては、必ずしも順調ではなく、特に将来

の研究開発の担い手である、若手研究者の育成に大きな不安が生じている。投資と

成果の関係をどう結び付けて、因果関係を見出すのかは容易ではないが、少なくと

も、人材育成や論文発表において大きな役割を担う大学、特にその役割の大きな国

立大学に対する運営費交付金が減額されていることが、若手人材の縮小につながっ

ていることが指摘される。一方で、競争的資金の総額は近年増加しているが、競争

的資金はその性質上、継続性を持たない資金であることから、研究者の育成に断絶

が生じやすく、長期的に研究開発力を高めることに至っていないことが指摘できる。 

こうした現状を踏まえて、本委員会では以下のような設問を置いて、審議を進め

た。 

① 研究機関の運営は基盤的経費で行い、研究活動には競争的資金を充てるとい

う考え方があり、我が国では、これが特に 2000年代初めから実践されてきた

と見ることができるが、それが過度に進められたために、研究開発力の低下が

懸念されるに至ったのではないか。基盤的経費と競争的経費のバランスはど

のようであるべきか？ 



② 一方で、国の財政が逼迫する中で、研究開発費の増加に国民的合意を得ること

は必ずしも容易ではない。我が国の産学が、人材の輩出と受容の面ばかりでは

なく、研究開発においてもより緊密な関係を形成することによって、基礎研究、

応用研究に適した大学にそうした資金を提供することで成果を高めることが

適切ではないか？ 

③ 民間から大学等への研究資金の流れを拡大するにはどのような方法が有効

か？ 

④ 競争的資金・外部資金における間接的経費の在り方 

間接的経費の根拠は何か？またその割合はどの程度であるべきか？ 

民間からの共同研究費、寄付金などにおける間接的経費はどうあるべきか？ 

研究者のエフォート管理はどうあるべきか？ 

⑤ 各府省が行う研究助成制度のあり方について 

⑥ 研究者発意型の研究資金（科研費）制度のあり方について 

 

等について検討する。 

 

 

 


